





























































































































































































































































































〔1）障灰防除亀塘揖疋と障灰防除 （D　学枚、保冑所等の教育、佐会 ア　活火山法｛第12粂～第15条）で鴛応 ア　活火山法の適用により島原市及び





























































































































































地区 世帯数 配布数 回収数 回収率
三会地区 1　1　5　8 1　2　0 8　2 6　8．　3％
杉谷地区 1　2　6　3 1　2　9 9　3 7　2，　1％
森岳地区 2　8　6　3 2　7　9 2　1　1 7　5，　6％
霊丘地区 2　5　4　6 2　4　6 1　5　5 6　3．　0％
白山地区 2　9　5　6 2　8　7 2　2　0 7　6．　7％
安中地区 1　9　7　8 2　0　2 1　2　8 6　3．　4％
N．　A， 　 一 6　3 一




























































































































飲料水への不安 241 25。 3
窓が開けられないこと
882 92． 6
戸や窓が開けにくくなること 667 70． 1
ペット（犬や猫など）を飼いにくくなったこと 108 11． 3
家畜に健康などで何らかの変化があったこと 26 2． 7
水道料の負担が大きくなったこと 585 61． 4
屋根の雨どいが詰まること
802 84． 2





















































































































































































































































































地下街をつくる 81 8、 5
散水車の台数を増やして迅遠に除去する 730 76． 7
散水車が入れないような狭い道路の降灰除去 663 69． 6
降灰注意報などの情報を流す 356 37． 4
降灰を流しやすいように側溝の構造を工夫する 618 64． 9
ドーム式の　一ルやスポーツ施設をつくる 364 38． 2
降灰置き場の指定および搬出方法を改善する 350 36． 8
その他 30 3． 2
N．A．
30 3． 2
表一12　行政への要望
項　　　　　　　　　目 人 数
歩道や狭い道路への散水 69
水道料金の値下げ、割り引き、減免 54
灰の迅速な除去 53
散水車の台数を増やす 47
降灰袋をもっと早く回収する、個人で捨てられる
謔､な場所の確保　　　　　　　　　・
3　1
側溝の構造の改善 27
降灰除去専用車（吸引式）の導入 15
降灰状況を知らせる 13
5．9これからの街つくリへの要望
　今後も噴火活動が続き長期化した場合、街づくりのうえで必要と思われることを自由記
入よりに聞いた。主な内容をまとめると、表一11の結果を得た。市民は「散水車の台数を
増やし、降灰を迅速に除去できるようにすること」や「散水車が入れないような狭い道路
の降灰除去」、　「降灰を流しやすいような側溝の構造を工夫すること」を特に強く望んで
いる。これらはいずれも火山灰の除去に関する項目で、　「歩道にシェルターの設置」や
「地下街をっくる」といった降灰から逃れるための対策に関する項目を回答者数のうえで
はるかに上回っている。学校のプールが屋根付きに改造されたが、屋内施設を積極的に作
るべきだとまでは至っていない。降灰が発生した場合、最も問題となるのは火山灰の除去
である．今後、降灰に強い街づくりを考えていくうえでは、行政、町内会（自主防災組織）
、個人が一体となって降灰に対応できるような体制、および資機材を備えておくことな
どが必要である。
5．10行政への要望
　降灰対策に関して、市民は行政にどのようなことを望んでいるのかを聞いたところ表一
12に示す結果を得た．散水車は国道などの幹線道路にだけ導入されており、幅員が4m以
下の市路では散水車が入って行けないこともあり導入されていない。そのため、周辺に住
む市民の手によって散水や降灰除去がなされたが、これは容易な作業ではない。特に、
「歩道や狭い道路への散水、降灰除去」が行政の手によって行われることを市民は強く望
んでいる。火山灰を散水車などによって流すと、後続の車が水を跳ね上げて歩道を歩く人
の衣服を汚したり、川や海の汚染の原因にもなった。このため、吸収式の降灰除去車の導
入も挙げられているが、島原に降った火山灰の粒子は細かいため、吸引式の降灰除去車の
適用はできなかったようである。
一89－一一
　また、島原市が行っている降灰袋の回収に関しても、回収ペースが遅すぎることもある
ため、長期間放置されたままの降灰袋も目だった。市民は回収ペースを早くしたり、除去
した降灰を個人で捨てることができるような場所の確保などを行政に望んでいる。
6．まとめ
　本報告では、雲仙普賢岳の噴火活動によって発生した降灰が地域に及ぼした影響および
その対策、降灰に対応できる生活様式、住まいの工夫において具体的にどのようなことが
必要であるかを述べた。降灰に強い生活様式および街づくりを考えるべきである。
（1）噴火活動にともなう降灰は、火砕流および土石流と異なって地域全体に影響を及ぼ
す。噴火活動が長期化すると、火山灰は生活、健康面、農業、水産業、商工業など広範囲
にわたってさまざまな影響を及ぼした。これが住民を心理的・経済的に圧迫し、商工業の
市外への転出や人口の流出にっながり地域全体がダメージを受けることが懸念された。
（2）アンケート調査から火山灰は明らかに日常生活のプレッシャーとなり、地域全体の
経済活動や市民生活に大きな影響を及ほした。これに対し、行政による降灰対策とともに、
個人レベルでの様々な降灰対策が実施された。個人での対策としては、火山灰の積もりに
くい勾配の屋根にする、火山灰を流す側溝を作るなど住宅面での工夫が挙げられる。しか
し、各業種や日常生活においてもほとんど有効的な対策をとることができずにいたのが現
実であった。
（3）行政による降灰対策は、短期に終息すると仮定した対策を取ったため、十分な対策
がたてられなかった。早期に終息した場合に、無益な投資となる懸念もあったためであろ
う。しかし、降灰除去の方法、除去しやすい道路の側溝の構造、お年寄りの家庭など火山
灰の除去が困難な世帯への対応など多くの課題を残したままであった。
（4）降灰対策に関する行政への要望に関しては、散水車が導入されていない幅員が4m
以下の狭い道路や歩道の降灰除去および散水対策、また公園．駐車場、空き地などに積も
った火山灰の除去が必要とされていた．これらは、いずれも行政による対策が不十分であ
ったところである。その他、降灰袋の早期回収や、除去した火山灰を個人でも捨てられる
ような場所の確保、火山灰が流しやすいような側溝の構造への改善などが望まれた。
（5）これからの街づくりの展望、行政への要望などを見ても降灰対策に関する市民のニ
ーズは火山灰の除去に関することがらが大部分を占めた。降灰が発生した場合、最も問題
となるのは降灰の除去である。降灰除去の有効的方法の1つである地域共同での降灰除去
作業は、約半数の町内会でしか実施されなかった。今後、行政、町内会（自主防災組織）、
個人が一体となって火山灰に対応できるような体制づくり、および器材の備蓄などが必要
である。
　本調査を行うにあたり、アンケートに記入して頂いた島原市民の皆様、アンケートの配
布・回収にあたって島原市企画課、島原市町内会長および島原市の職員の協力を得た．ま
た、アンケートの集計にあたっては、長崎大学工学部社会開発工学科土木構造学研究室の
大学院生、卒論生の協力を得た。なお、本調査には平成5年度長崎大学教育研究学内特別
経費（学長指定プロジェクト）および平成5年度（財）前田記念工学振興財団の研究助成の援
助を受けたことを付記する。
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